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労働福祉の充実

現状値

○県内企業のほとんどが中小企業であり、その多くで人材の確保・育成、労働条件の改善、福利厚

　生などの面で大企業に比べ立ち遅れが見られます。特に、中小企業の福利厚生事業は、組織や資

　金面などから、企業独自での取り組みには限界があります。

○厳しい経済、雇用情勢の中で、従業者の就業形態の多様化と雇用の流動化が進み、労使関係はよ

　り複雑化するものと予想されることから、労使の相互理解と協調がより重要になります。

○中小企業の労働者が安心して働けるように、国の制度や労働団体等の事業を活用して、中小企業

　労働者の福利厚生の充実、退職金共済制度の導入、男女の均等処遇化を進める必要があります。

　また、労使双方への情報提供や労使からの相談体制を充実し、労使関係の安定を促進することが

　求められています。

○中小企業勤労者福祉サービスセンター※会員加入率とは、従業者300人未満の県内中小企業労働者に

　占める会員の割合です。

　※中小企業勤労者福祉サービスセンター：大企業との労働福祉格差の是正をめざして、中小企業が単

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　独では実施しにくい従業員の福利厚生事業を共同で行う

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中小企業の従業員や事業主を会員とする組織。

施    策
（Ⅰ－６－３）

(平成1５年度）目標値(平成19年度）

　企業への勤労者の定着を図るため、中小企業労働者における労働条件の改善
をめざします。

　中小企業勤労者福祉サー
　ビスセンター会員加入率　   12.０％

              ７．５％

目　的

成果指標と目標値

現状と課題
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　〔担当課〕労働政策課

　〔担当課〕労働政策課

◇主な事務事業

概　　　　要事　業　名

◇労使関係の安定促進事業

◇労働福祉の充実促進事業
○中小企業勤労者福祉サービスセンターなど国の労働福祉に

　係る制度の利用促進や労働団体等を活用した事業を通じて

　労働者の福利厚生の充実を図ります。

　また、男女雇用機会均等法など法制度の普及啓発を行い、

　雇用環境の改善を促進します。

　◇福利厚生増進事業

　◇生活支援資金の制度融資事業

　◇雇用環境改善普及啓発事業

○健全で安定した労使関係の形成を促進するために、県内の

　労働環境の実態を把握し、広報誌等により広く情報を提供

　します。また、相談員を配置して様々な労働問題の相談に

　応じ、個別に情報の提供を行います。

　◇労使関係安定促進事業

　◇中小企業労務改善推進事業

目的を達成するための主な基本事務事業

【実施主体】
　県　市町村　民間　県民　国等
　◎　　○　　 ◎　　－　　○

【実施主体】
　県　市町村　民間　県民　国等
　◎　　 －　　○　　－　　○

国

市町村

県

中小企業勤労者福祉
サービスセンター

（島根県東部勤労者共済会）
（島根県西部勤労者共済会）

会 　　　　　　員
中　小　企　業
勤労者・事業主

補助

支援

助言

補助

会費の納入

保養施設
金融機関
医療機関等

提携

中小企業勤労者福祉サービスセンター事業

利用

給付、情報、サー
ビスの提供


